
 

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議設置要綱 

 

平 成 ２ ９ 年 ２ 月 １ 日 

大 臣 官 房 長 決 定 

平成２９年５月１０日改訂 

平成３０年５月１８日改訂 

令 和 元 年 ６ 月 ４ 日 改 訂 

令 和 ２ 年 ９ 月 １ 日 改 訂 

令和３年１月２６日最終改訂 

 

 

１ 趣旨 

   近年の社会変化に対応するため，今後の学校施設の在り方及び指針の策定に関す

る調査研究を行う。 

 

 

２ 調査研究事項 

 （１）今後の学校施設の在り方について 

 （２）学校施設整備指針の策定について 

 （３）その他 

 

 

３ 実施方法 

 （１）別紙の学識経験者等の協力を得て，２に掲げる事項について調査研究を行う。 

 （２）本協力者会議に主査及び副主査を置き，事務局が委嘱する 

 （３）本協力者会議の下に，部会を置くことができる。 

 （４）必要に応じ，（１）の学識経験者等以外の関係者にも協力を求めることができる。 

 

 

４ 実施期間 

  平成２９年２月１日から令和３年３月３１日 

 

 

５ その他 

 （１）本協力者会議に関する庶務は，大臣官房文教施設企画・防災部施設企画課において

処理する。 

 （２）その他本協力者会議の運営に関する事項は，必要に応じ別途定める。 

  

参考資料４ 



 

（別紙） 
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アンダーラインは変更・追加となった委員 


